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（2）　　第 261 号

近隣各県における令和７年度地域別最低賃金改定の状況

県名 時間額（引き上げ額） 引上げ率 発効日

埼玉 1,141円（63円） 5.8％ 令和7年11月1日

千葉 1,140円（64円） 5.9％ 令和7年10月3日

神奈川 1,225円（63円） 5.4％ 令和7年10月4日

山梨 1,052円（64円） 6.5％ 令和7年12月1日

立川労働基準監督署・立川公共職業安定所からのお知らせ

１１月は「労働保険未手続事業一掃強化期間」です
正社員、パート、アルバイトなど、年齢・勤務時間に関わらず、

１人でも雇っている場合はすぐに労働保険に加入してください！！

まだ加入手続きがお済みでない事業主の方は、管轄の労働基準監督署・公共職業安定所へ届出が必要です。ご
不明な点があれば、下記にお問い合わせください。

【加入に関する相談・問い合わせ】

立川労働基準監督署　労　　災　　課　　　電話 ： ０４２－５２３－４４７４

立川公共職業安定所　雇用保険適用課　　　電話 ： ０４２－５２５－８６０２
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•
賃
上
げ
と
設
備
投
資
等
を
含
む
生
産
性
向
上
に
資
す

る
計
画
の
作
成
が
必
要

•
中
小
企
業
が
利
用
可
能

•
助
成
額
は
、
賃
金
の
引
き
上
げ
額
、
引
き
上
げ
労
働
者

数
等
に
よ
っ
て
決
定

•
交
付
決
定
を
受
け
た
後
に
設
備
投
資
等
を
行
う

賃
上
げ
＋
設
備
投
資

活
用
の
ポ
イ
ン
ト

賃
金
引
き
上
げ

の
支
援
策

厚
生
労
働
省
は
事
業
主
の
皆
さ
ま
の
賃
上
げ
を
支
援
し
て
い
ま
す

賃
金
引
き
上
げ

事
業
主
の
皆
さ
ま
へ

賃
上
げ
コ
ー
ス
区
分

助
成
上
限
額

円
コ
ー
ス

～
万
円

円
コ
ー
ス

～
万
円

円
コ
ー
ス

～
万
円

円
コ
ー
ス

～
万
円

業
務
改
善
助
成
金

事
業
場
内
最
低
賃
金
を
引
き
上
げ
、
設
備
投
資
等
を
行
っ
た
中
小
企
業
に
、
そ
の
費
用
の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

中
小
企
業
で
働
く
労
働
者
の
賃
金
引
き
上
げ
の
た
め
の
生
産
性
向
上
の
取
り
組
み
が
支
援
対
象
（
※
）
で
す
。

※
申
請
前
の
賃
金
引
き
上
げ
、
交
付
決
定
前
の
設
備
投
資
は
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

人
の
事
業
場
で
、
事
業
場
内
最
低
賃
金
労
働
者

人
の
時
給
を

円
引
き
上
げ
た
場
合
、
設
備
投
資
に

か
か
っ
た
費
用
に
対
し
最
大

０
万
円
が
助
成
さ
れ
ま
す
。

活
用
例

•
賃
金
規
定
等
の
増
額
改
定
に
関
す
る
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
計
画
の
作
成
が
必
要

•
中
小
企
業
、
大
企
業
ど
ち
ら
も
利
用
可
能

•
原
則
、
事
業
所
内
全
て
の
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
賃

金
規
定
等
を
改
定
す
る
必
要
あ
り

•
改
定
に
あ
た
り
職
務
評
価
を
活
用
し
た
場
合
、
昇
給

制
度
を
新
た
に
規
定
し
た
場
合
は
助
成
額
を
加
算

非
正
規
雇
用
労
働
者
の
賃
上
げ

活
用
の
ポ
イ
ン
ト

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金

（
賃
金
規
定
等
改
定
コ
ー
ス
）

非
正
規
雇
用
労
働
者
の
基
本
給
の
賃
金
規
定
等
を
３
％
以
上
増
額
改
定
し
、
そ
の
規
定
を
適
用
さ
せ
た
場
合
に
助
成
し
ま
す
。

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
な
ど
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
賃
金
引
き
上
げ
が
対
象
で
す
。

中
小
企
業
が
賃
金
規
定
等
を
５
％
増
額
改
定
し
、

人
の
有
期
雇
用
労
働
者
の
賃
金
引
き
上
げ
を
実
施
し
た

場
合
、

万
円
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

活
用
例

非
正
規
雇
用
労
働
者
の

賃
上
げ
率
の
区
分

助
成
額

（
１
人
当
た
り
）

３
％
以
上

％
未
満
の
場
合

４
万
円

万
円

％
以
上

％
未
満
の
場
合

万
円

万
円

％
以
上

％
未
満
の
場
合

万
円

万
円

％
以
上
の
場
合

万
円

万
円

•
労
働
時
間
削
減
等
の
取
組
計
画
の
作
成
が
必
要

•
中
小
企
業
や
中
小
企
業
が
属
す
る
団
体
が
利
用
可
能

•
助
成
額
は
、
成
果
目
標
の
達
成
、
賃
金
の
引
き
上
げ

額
、
賃
金
を
引
き
上
げ
た
労
働
者
数
等
に
よ
り
決
定

•
交
付
決
定
を
受
け
た
後
に
設
備
投
資
等
を
行
う

労
働
時
間
削
減
等
の
取
組

（
賃
上
げ
）
＋
設
備
投
資
等

活
用
の
ポ
イ
ン
ト

コ
ー
ス
区
分

助
成
上
限
額

基
本

部
分

賃
上
げ

加
算

業
種
別
課
題
対
応
コ
ー
ス
（
※
１
）

～
万
円

６
～
万
円

（※
２
）

労
働
時
間
短
縮
・年
休
促
進
支
援
コ
ー
ス

～
万
円

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
導
入
コ
ー
ス

～
万
円

働
き
方
改
革
推
進
支
援
助
成
金

労
働
時
間
の
削
減
や
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進
等
に
取
り
組
む
中
小
企
業
事
業
主
に
、
外
部
専
門
家
の
コ
ン

サ
ル
テ
ィ
ン
グ
、
労
働
能
率
の
増
進
に
資
す
る
設
備
・
機
器
の
導
入
等
を
実
施
し
、
成
果
を
上
げ
た
場
合
に
助
成
し
ま
す
。

建
設
業
の
事
業
場
が
設
備
投
資
等
を
実
施
し
て
、

協
定
で
設
定
す
る
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
数
の
上
限
を

引
き
下
げ
た
場
合
等
に
、
設
備
投
資
等
に
か
か
っ
た
費
用
に
対
し
最
大

～
万
円
が
助
成
さ
れ
ま
す
。

活
用
例

（
※
１
）
建
設
業
の
場
合

(
※
２
労
働
者
数

人
以
下
の
場
合
は
倍
額
を
加
算

（
※
３
）
別
途
団
体
向
け
の
コ
ー
ス
あ
り
（
助
成
上
限
額

万
円
）

(
※
)
括
弧
内
の
金
額
は
、
大
企
業
の
場
合
の
助
成
額
。
１
年
度
１
事
業
所
あ
た
り
の
支
給
申
請
上
限
人
数
は

人
。

•
雇
用
管
理
制
度
又
は
従
業
員
の
作
業
負
担
を
軽
減
す
る

機
器
の
導
入
計
画
の
作
成
、
実
施
後
の
離
職
率
の
低
下

が
必
要

•
原
則
、
中
小
企
業
、
大
企
業
ど
ち
ら
も
利
用
可
能
(
※
)

•
助
成
額
は
、
雇
用
管
理
制
度
・
導
入
機
器
に
応
じ
て
決
定

•
対
象
労
働
者
の
賃
上
げ
（
５
％
以
上
）
で
、
助
成
額
を
加
算

雇
用
管
理
改
善
の
取
り
組
み

（
賃
上
げ
加
算
）

活
用
の
ポ
イ
ン
ト

区
分

助
成
額
（
※
１
・
２
）

①
賃
金
規
定
制
度

②
諸
手
当
等
制
度

③
人
事
評
価
制
度

万
円

（
万
円
）

④
職
場
活
性
化
制
度

⑤
健
康
づ
く
り
制
度

万
円

（
万
円
）

⑥
作
業
負
担
を
軽
減
す
る
機
器
等

導
入
経
費
の

％
（

％
）

人
材
確
保
等
支
援
助
成
金

（
雇
用
管
理
制
度
・
雇
用
環
境
整
備
助
成
コ
ー
ス
）

人
材
確
保
の
た
め
に
雇
用
管
理
改
善
に
つ
な
が
る
制
度
等
（
賃
金
規
定
制
度
、
諸
手
当
等
制
度
、
人
事
評
価
制
度
、

職
場
活
性
化
制
度
、
健
康
づ
く
り
制
度
）
の
導
入
や
雇
用
環
境
の
整
備
（
従
業
員
の
作
業
負
担
を
軽
減
す
る
機
器
等
の

導
入
）
に
よ
り
、
離
職
率
低
下
を
実
現
し
た
事
業
主
に
対
し
て
助
成
し
ま
す
。

複
数
の
雇
用
管
理
制
度
や
作
業
負
担
を
軽
減
す
る
機
器
等
を
導
入
し
、
賃
上
げ
（
５
％
以
上
）
を
行
っ
た
場
合
、

最
大

万
円
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

活
用
例

（
Ｒ
７
．
４
）

支
援
策
の
詳
細
は

を
チ
ェ
ッ
ク

厚
生
労
働
省

「賃
上
げ
」支
援
助
成
金
パ
ッ
ケ
ー
ジ

(
※
)
賃
金
規
定
制
度
は
中
小
企
業
の
み
利
用
可
能

(
※
１
括
弧
内
の
金
額
は
、
賃
上
げ
を
行
っ
た
場
合
以
外
の
助
成
額
又
は
助
成
率
。

（
※
２
）
①
～
⑤
を
複
数
導
入
し
た
場
合
の
上
限
額
は

万
円
（

万
円
）
。
⑥
を
導
入
し
た
場
合
の
上
限
額
は

万
円
（

万
円
）
。

•
職
業
訓
練
実
施
計
画
を
作
成
し
、
訓
練
開
始
前
に
労
働

局
へ
の
提
出
が
必
要
。
計
画
に
沿
っ
て
訓
練
を
実
施
し

た
後
、
申
請

•
時
間
以
上
の

に
よ
る
訓
練
等
が
対
象

•
中
小
企
業
、
大
企
業
ど
ち
ら
も
利
用
可
能

•
助
成
額
は
、
訓
練
内
容
、
企
業
規
模
に
よ
り
決
定

職
業
訓
練
＋
経
費
助
成
等

（
訓
練
終
了
後
の
賃
上
げ
等
加
算
）

活
用
の
ポ
イ
ン
ト

区
分
（
※
）

賃
上
げ
し
た
場
合
の
助
成
率
・
額

①
賃
金
助
成
額

労
働
者
人
１
時
間
あ
た
り

５
０
０
円
・

円

②
経
費
助
成
率

訓
練
経
費
の

％
～

％
※
制
度
導
入
に
係
る
助
成
の
場
合
は
、

４
万
円
・

万
円

③
Ｏ
Ｊ
Ｔ
実
施
助
成
額

人
１
コ
ー
ス
あ
た
り

万
円
～
２
５
万
円

人
材
開
発
支
援
助
成
金

職
務
に
関
連
し
た
専
門
的
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得
さ
せ
る
た
め
の
職
業
訓
練
等
を
実
施
し
た
場
合
等
に
訓
練

経
費
や
訓
練
期
間
中
の
賃
金
の
一
部
等
を
助
成
し
ま
す
。

活
用
例

※
訓
練
コ
ー
ス
・メ
ニ
ュ
ー
に
よ
っ
て
上
記
区
分
①
～
③
の
い
ず
れ
が
支
給
さ
れ
る
か
異
な
り
ま
す
（
①
～
③
全
て
が
支
給
さ
れ
る
場
合
も
あ
れ
ば
②
の
み
と
な
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。
）
。

中
小
企
業
事
業
主
が
、
正
規
雇
用
労
働
者
人
に
つ
き
、

時
間
の
訓
練
（
※
１
）
（
訓
練
経
費

万
円
）
を
受
講
さ
せ
、

訓
練
終
了
後
、
訓
練
受
講
者
の
賃
上
げ
（
※
２
）
を
行
っ
た
場
合
、
万
円
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

※
１
人
材
育
成
支
援
コ
ー
ス
（人
材
育
成
訓
練
）
の
場
合

※
２
５
％
以
上
の
賃
上
げ
又
は
資
格
等
手
当
を
就
業
規
則
等
に
規
定
し
、
訓
練
受
講
者
に
実
際
に
資
格
等
手
当
を
支
払
い
３
％
以
上
賃
金
を
上
昇
さ
せ
た
場
合

よ
り
高
い
処
遇
へ
の
労
働
移
動
等
へ
の
支
援

特
定
求
職
者
雇
用
開
発
助
成
金
（
成
長
分
野
等
人
材
確
保
・
育
成
コ
ー
ス
）

早
期
再
就
職
支
援
等
助
成
金
（
雇
入
れ
支
援
コ
ー
ス
、
中
途
採
用
拡
大
コ
ー
ス
）

•
雇
入
れ
支
援
コ
ー
ス
：
事
業
規
模
の
縮
小
等
に
伴
い
離
職
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
労
働
者
を
早
期
に
無
期
雇
用
で
雇

入
れ
、
雇
入
れ
前
と
比
較
し
て
５
％
以
上
賃
上
げ
し
た
場
合
に
助
成
し
ま
す
。

•
中
途
採
用
拡
大
コ
ー
ス
：
中
途
採
用
者
の
雇
用
管
理
制
度
を
整
備
し
た
上
で
、
中
途
採
用
率
を
一
定
以
上
拡
大
さ
せ

た
場
合
及
び
中
途
採
用
率
を
一
定
以
上
拡
大
さ
せ
、
そ
の
う
ち

歳
以
上
の
者
で
一
定
以
上
拡
大
さ
せ
、
か
つ
当

該
歳
以
上
の
者
全
員
を
雇
入
れ
前
と
比
較
し
て
５
％
以
上
賃
上
げ
し
た
場
合
に
助
成
し
ま
す
。

産
業
雇
用
安
定
助
成
金
（
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
支
援
コ
ー
ス
）

•
在
籍
型
出
向
に
よ
り
労
働
者
を
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
さ
せ
、
復
帰
後
の
賃
金
を
復
帰
前
と
比
較
し
５
％
以
上
増
加
さ
せ
た

場
合
に
助
成
（
上
限
額

円
／
１
人
１
日
あ
た
り
（
１
事
業
主
あ
た
り

万
円
）
）
し
ま
す
。

•
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
を
通
じ
、
高
年
齢
者
や
障
害
者
、
就
職
氷
河
期
世
代
を
含
む
中
高
年
層
な
ど
（
就
職
困
難
者
等
）
を

継
続
し
て
雇
用
す
る
事
業
主
に
助
成
（

万
円
～

万
円
）

•
こ
れ
ら
就
職
困
難
者
等
を
就
労
経
験
の
な
い
職
種
で
雇
い
入
れ
、
①
成
長
分
野
（
デ
ジ
タ
ル
、
グ
リ
ー
ン
）
の
業
務
に

従
事
す
る
労
働
者
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（4）　　第 261 号

労働安全衛生法及び作業環境測定法改正の主なポイントについて
令和８（2026）年１月１日から段階的に施行※されます

� ※一部は公布日（令和７年５月14日）に施行済み

多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の
推進や、職場のメンタルヘルス対策の推進などの措置を行う改正を行いました。

❶　個人事業者等の安全衛生対策の推進
労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主体として位置づけ、注文者等や個人
事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。

（１）注文者等の配慮� R7.5.14施行
（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大� R8.4.1施行
（３）業務上災害報告制度の創設� R9.1.1施行
（４）個人事業者等自身への義務付け� R9.4.1施行
（５）作業場所管理事業者への連絡調整措置の義務付け� R9.4.1施行
❷　職場のメンタルヘルス対策の推進� 公布後３年以内に政令で定める日から施行
ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている常
用労働者数50人未満の事業場においても、ストレスチェックや高ス
トレス者への面接指導の実施が義務付けられました。
国においても小規模事業者が円滑に制度改正に対応できるよう、50
人未満の事業場に即したストレスチェックの実施体制・実施手法に
ついてのマニュアルの作成や、医師による高ストレス者への面接指
導の受け皿となる地域産業保健センター（地さんぽ）の体制拡充などの支援を進めていきます。

❸　化学物質による健康障害防止対策等の推進
（１）危険性及び有害性情報の通知制度の履行確保� 公布後５年以内に政令で定める日から施行
化学物質の譲渡・提供時における危険性及び有害性情報の通知（SDS：安全データシートの交付）の履行確保のため、通知
義務違反に対する罰則が新たに設けられるとともに、通知事項を変更した場合の再通知が義務化されました。

（２）営業秘密である成分に係る代替化学品名等の通知� R8.4.1施行
SDSについて、化学物質の成分名に企業の営業秘密情報が含まれる場合においては、有害性が相対的に低い化学物質に限り、
通知事項のうち成分名について、代替化学名等での通知が認められることとなりました。

（３）個人ばく露測定の精度担保� R8.10.1施行
❹　機械等による労働災害防止の促進等
（１）特定機械等の製造許可及び製造時等検査制度の見直し� R8.4.1施行
（２）特定自主検査及び技能講習の不正防止対策の強化� R8.1.1施行
❺　高年齢労働者の労働災害防止の推進� R8.4.1施行
高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理などの必要な措置を
講ずることが事業者の努力義務となりました。
また、国において、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定めることとしており、事業者の方には、
指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があります。

❻　治療と仕事の両立支援の推進� R8.4.1施行
職場における治療と仕事の両立を促進するために必要な措置を講じることが事業者の努力義務となりました。
また、国において、当該措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定めることとしており、事業者の方には、指針に基
づいた取り組みを行っていただく必要があります。
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 令和７年 立川署管内の労働災害発生状況（令和７年７月末現在） 

◇ 死傷災害の被災者数（休業４日以上）※新型コロナ除く 

  令和７年における休業４日以上の死傷災害の被災者数は443人で、前年（445人） 

より２人減少（－0.4％）しています。 

  業種別では、製造業（＋37.1％）、建設業（＋10.0％）で増加し、運輸交通業・貨物 

取扱業（－4.5％）、第三次産業（－4.2％）で減少しています。 

 

 

 

 平 29 平 30 令元 令２ 令３ 令４ 令５ 令６  令令６６  令令７７  

製造業 67 98 86 83 84 57 79 75 3355  4488  

建設業 80 65 77 53 68 94 90 68 3300  3333  

 建築工事業 45 43 50 40 37 59 63 49 2200  1188  

運輸交通業･貨物取扱業 154 141 124 118 141 139 137 125 6666  6633  

 陸上貨物運送事業 120 112 97 97 115 115 116 96 5511  4411  

 ハイヤー・タクシー業 32 24 24 10 13 6 13 16 55  1111  

第三次産業 416 478 477 493 541 555 643 636 330099  229966  

 小売業 100 122 88 139 129 146 121 145 7700  6688  

 社会福祉施設 69 75 109 86 118 130 163 136 6677  6644  

 飲食店 37 50 50 42 57 45 67 71 4411  2233  

 ビルメンテナンス業 24 30 33 23 40 46 44 36 1177  1155  

 警備業 22 20 27 26 17 25 24 37 1199  3311  

上記以外の業種 6 9 4 3 7 4 16 13 55  33  

全全産産業業  772233  779911  776688  775500  884411  884499  996655  991177  444455  444433  
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速速報報値値  
（７月末日） 

製造メーカー
輸入業者

卸売業者

①ラベル表示
②ＳＤＳ交付

①ラベル表示
②ＳＤＳ交付

化学物質使用事業者
（ユーザー）

③①・②の情報を踏まえた危険性及び有
害性等の調査（リスクアセスメント）の
実施

④③の結果に基づく必要なばく露低減措
置の実施

※③、④は製造メーカー等でも実施

化学物質の譲渡・提供時における危険性及び有害性情報の通知（ ：安全データシートの交

付）の履行確保のため、通知義務違反に対する罰則が新たに設けられるとともに、通知事項を

変更した場合の再通知が義務化されました。

公布後５年以内に政令で定める日から施行

公布後３年以内に政令で定める日から施行

化学物質管理の流れの例

作業場所管理事業者（仕事を自ら行う事業者であって、当該仕事を行う場所を管理するもの

をいいます。）に対して、その管理する場所において、自社または請負人の作業従事者のいず

れかが、危険・有害な業務を行う場合に、災害防止の観点から、作業間の連絡調整等の必要な

措置を講ずることが義務付けられました。

（５）作業場所管理事業者への連絡調整措置の義務付け 施行

職場のメンタルヘルス対策の推進

化学物質による健康障害防止対策等の推進

ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている常用労働者数 人未満

の事業場においても、ストレスチェックや高ストレス者への面接指導の実施が義務付けら

れました。

国においても小規模事業者が円滑に制度改正に対応できるよう、 人未満の事業場に

即したストレスチェックの実施体制・実施手法についてのマニュアルの作成や、医師による

高ストレス者への面接指導の受け皿となる地域産業保健センター（地さんぽ）の体制拡充

などの支援を進めていきます。

（１）危険性及び有害性情報の通知制度の履行確保

ストレスチェック
高ストレス者

医師の面接指導
集団分析
職場環境改善

メンタルヘルス不調の未然防止

義
務 努

力
義
務

【ストレスチェック制度の流れ】

改正安衛法等に係る特設ページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits
uite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
anzen/an-eihou/index_00001.html

作成

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び

職業生活の充実等に関する法律」も改正されました

フォークリフトなどの一定の機械に対して義務付けられている特定自主検査について、基準を

定め、登録検査業者はこの基準に従って検査を行わなければならないこととされました。

また、フォークリフトの運転業務などの業務に従事するために必要な技能講習について、不正

に技能講習修了証やこれと紛らわしい書面の交付を禁止するとともに、不正を行った場合の回収

命令、欠格期間の延長が規定されました。

（２）特定自主検査及び技能講習の不正防止対策の強化 施行

高年齢労働者の労働災害防止の推進

高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の

改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となりました。

また、国において、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定める

こととしており、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があり

ます。

治療と仕事の両立支援の推進

職場における治療と仕事の両立を促進するために必要な措置を講じることが事業者の努

力義務となりました。

また、国において、当該措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定めることとして

おり、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があります。

施行

施行

改正安衛法等に係る特設ページ 安全衛生政策全般の紹介

安全衛生政策全般の紹介等
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits
uite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
anzen/index.html

作成

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び

職業生活の充実等に関する法律」も改正されました

フォークリフトなどの一定の機械に対して義務付けられている特定自主検査について、基準を

定め、登録検査業者はこの基準に従って検査を行わなければならないこととされました。

また、フォークリフトの運転業務などの業務に従事するために必要な技能講習について、不正

に技能講習修了証やこれと紛らわしい書面の交付を禁止するとともに、不正を行った場合の回収

命令、欠格期間の延長が規定されました。

（２）特定自主検査及び技能講習の不正防止対策の強化 施行

高年齢労働者の労働災害防止の推進

高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の

改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となりました。

また、国において、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定める

こととしており、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があり

ます。

治療と仕事の両立支援の推進

職場における治療と仕事の両立を促進するために必要な措置を講じることが事業者の努

力義務となりました。

また、国において、当該措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定めることとして

おり、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があります。

施行

施行

改正安衛法等に係る特設ページ 安全衛生政策全般の紹介

作成

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び

職業生活の充実等に関する法律」も改正されました

フォークリフトなどの一定の機械に対して義務付けられている特定自主検査について、基準を

定め、登録検査業者はこの基準に従って検査を行わなければならないこととされました。

また、フォークリフトの運転業務などの業務に従事するために必要な技能講習について、不正

に技能講習修了証やこれと紛らわしい書面の交付を禁止するとともに、不正を行った場合の回収

命令、欠格期間の延長が規定されました。

（２）特定自主検査及び技能講習の不正防止対策の強化 施行

高年齢労働者の労働災害防止の推進

高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の

改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となりました。

また、国において、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定める

こととしており、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があり

ます。

治療と仕事の両立支援の推進

職場における治療と仕事の両立を促進するために必要な措置を講じることが事業者の努

力義務となりました。

また、国において、当該措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定めることとして

おり、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があります。

施行

施行

改正安衛法等に係る特設ページ 安全衛生政策全般の紹介
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 令和７年 立川署管内の労働災害発生状況（令和７年７月末現在） 

◇ 死傷災害の被災者数（休業４日以上）※新型コロナ除く 

  令和７年における休業４日以上の死傷災害の被災者数は443人で、前年（445人） 

より２人減少（－0.4％）しています。 

  業種別では、製造業（＋37.1％）、建設業（＋10.0％）で増加し、運輸交通業・貨物 

取扱業（－4.5％）、第三次産業（－4.2％）で減少しています。 

 

 

 

 平 29 平 30 令元 令２ 令３ 令４ 令５ 令６  令令６６  令令７７  

製造業 67 98 86 83 84 57 79 75 3355  4488  

建設業 80 65 77 53 68 94 90 68 3300  3333  

 建築工事業 45 43 50 40 37 59 63 49 2200  1188  

運輸交通業･貨物取扱業 154 141 124 118 141 139 137 125 6666  6633  

 陸上貨物運送事業 120 112 97 97 115 115 116 96 5511  4411  

 ハイヤー・タクシー業 32 24 24 10 13 6 13 16 55  1111  

第三次産業 416 478 477 493 541 555 643 636 330099  229966  

 小売業 100 122 88 139 129 146 121 145 7700  6688  

 社会福祉施設 69 75 109 86 118 130 163 136 6677  6644  

 飲食店 37 50 50 42 57 45 67 71 4411  2233  

 ビルメンテナンス業 24 30 33 23 40 46 44 36 1177  1155  

 警備業 22 20 27 26 17 25 24 37 1199  3311  

上記以外の業種 6 9 4 3 7 4 16 13 55  33  

全全産産業業  772233  779911  776688  775500  884411  884499  996655  991177  444455  444433  
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◇ 第三次産業における死傷者数（休業４日以上）※新型コロナ除く 

 

◇ 主な事故の型別（休業４日以上） 

  事故の型別では、新型コロナウイルスによるものを除くと、「転倒」による災害が 

116人（26.2％）、「動作の反動、無理な動作」による災害が 91人（20.5％）発生し、 

全体（443人）の４割以上（46.7％）を占めます。 

 

◇ 年齢別（休業４日以上）※新型コロナ除く 

  年齢別では、20歳代、30歳代、40歳代が少なく、50歳以上で多く被災しています。 
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◇ 第三次産業における死傷者数（休業４日以上）※新型コロナ除く 

 

◇ 主な事故の型別（休業４日以上） 

  事故の型別では、新型コロナウイルスによるものを除くと、「転倒」による災害が 

116人（26.2％）、「動作の反動、無理な動作」による災害が 91人（20.5％）発生し、 

全体（443人）の４割以上（46.7％）を占めます。 

 

◇ 年齢別（休業４日以上）※新型コロナ除く 

  年齢別では、20歳代、30歳代、40歳代が少なく、50歳以上で多く被災しています。 
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【この記事に関するお問合せ】多摩立川保健所 保健対策課 地域保健担当 TEL042-524-5171 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【この記事に関するお問合せ】多摩立川保健所 生活環境安全課 食品衛生担当 TEL042-524-5171 

 
 

 

腕の静脈から約 2ｍℓの血液を採取し HLA型（白血球の型）を調べます。 

1.登録できる人は？ 

2.時間や費用は？ 

 

＜年齢＞18歳以上 54歳以下で健康状態が良好な方 
＜体重＞男性 45㎏以上 女性 40㎏以上 

＊骨髄・末梢血幹細胞の提供の内容を十分に理解している方 
 

 

 

立川献血ルーム 立川献血ルーム「東京都赤十字献血センター」日本赤十字社 
受付時間：９：３０から１７：００（１２月３１日、１月１日を除く） 
電話番号：０４２－５２７－１１４０  住所：立川市柴崎町３-６-２９アレアレア２・３階 
＊その他、都内の献血ルームでもご登録いただけます。 
 

お近くで気軽に登録できます 

 

ドナー登録をするには 「チャンス」（ドナー登録のしおり）を読んで登録します。 
下記ホームページ内「ドナー登録をお考えの方へ」をご覧ください。 

 

 

  

  

                                                                    

  

  

  

  

https://www.jmdp.or.jp/ 
 

☎ 03-5280-1789 

 

3.どんなことをするの︖ 

※イラストは日本骨髄バンクスペシャルサイトより 

 

 

・時間は約１５分！（混雑具合によっては前後する可能性があります） 
・費用はかかりません。 
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「立協たより」広報部員による　丸ごと１ページ責任編集　～　Ｎｏ．58　～

～　クマに注意しましょう　～
１　「林業・木材製造業労働災害防止協会」（以下、林災防）のお知らせに標記の記事が掲載されていま
す。私も在職中にあきる野市の採石場に調査に車で出向いたところ、細い山道に入ると、「クマに注
意」と看板が立ててあり、採石場に着くと「よく一人で来られましたね！」と感心されたことがあり
ます。
昨今は、当時よりさらにクマと出会う機会が多いと思われます。東京都でも「東京都ツキノワグマ目
撃等情報マップ ～TOKYOくまっぷ～」がWEBで公開されています。
TOKYOくまっぷによると、八王子市、青梅市、奥多摩町、あきる野市、檜原村でクマが目撃されて
いるということです。
２【防除策】
林災防によると、クマに出会わないためには、次の防除策が必要です。
クマは、本来、臆病でおとなしい動物です。通常、人の気配を敏感に察知するため、クマの方が逃げたり、身を隠したりし
ます。過度に恐れることはありません。
このため、なるべく人とクマとの出会いを避ける工夫をすることが、事故の防止につながります。
音で知らせる　山に入るときは、鈴やラジオ、笛などを身につけ、周囲に音を出して人の存在をクマに知らせるようにする。
食べ残しや食べ物の容器等は野外に捨てない　山や野外へ食べ物を持って行った時は、クマを引き寄せる要因となる食べ残
しや空き容器をその場に捨てないで必ず持ち帰るようにする。
単独で山には入らない　山には1人ではなく、必ず2人以上で入るようにする。
夕暮れや明け方は注意　夕暮れや明け方はクマが活発に行動するため、この時間帯の行動は控える。
３【対処法】
クマに出会ってしまったら、次の対処法を参考にしてください。
■クマが近くにいる場合
クマから目を離さず、持ち物を静かに地面に置いてクマの注意をそらし、ゆっくり後ろにさがり立ち去りましょう。
■クマが遠くにいる場合
あわてないで静かにその場から立ち去りましょう。
急に立ち上がったり、大声を上げたり、石や木の枝などを投げつけたり、背中を見せて走って逃げたりしないこと。クマは
本能的に逃げるものを追いかける習性があります。
■子グマを見かけても近寄らない
子グマに出会っても絶対に近寄ってはいけません。子グマの近くには必ず母グマがいるため、静かにその場から立ち去るよ
うにしましょう。
４　労災
クマの襲撃により負傷した場合でも、それが業務上または通勤中の災害と認められれば労災保険の対象となり、療養補償、
休業補償、障害補償などの給付を受けることができます。
業務災害となるには、業務が原因となった災害ということであり、業務と傷病等との間に一定の因果関係があること（仕事
や業務に関連する場所でクマに襲われ負傷した場合等）が必要です。
下記の林災防の死亡事故は、業務上と認められた事例です。
◆森林調査中、クマに襲われた
災害発生日時等　2015年01月26日
災害発生場所	 　北海道
被災者年齢等	 　64歳（男性）
災害発生状況	
被災者は、森林調査のため、同僚５人とともに造林地にて植栽木の枝払い作業を行っていたところ、一部の作業者がクマら
しき黒い物体を発見して即座に避難したが、被災者だけ見当たらなかったため現場付近を捜索したところ、被災者がクマの巣
穴付近でうつ伏せの状態で倒れているのが発見された。
５　鳥獣保護法が改正―クマの特性を知る
鳥獣保護法が改正され、市町村の判断で特例的に市街地での猟銃の使用が認められる「緊急銃猟」制度が２０２５年９月から始
まりました。
ただ、駆除だけに頼るのではなく、人もクマの特性を知って極力クマと遭遇することのないようにしていくことも大事だと
思います。� （広報委員　M．H．）
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┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅
編 集 後 記

┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅
ここ最近になってやっと朝、夕は涼しさを感じるよ
うになってきましたが、未だに昼間は暑い日が続いて
います。熱中症に気を付けていきたいと思います。
さて、最近よく感じることがあります。スマホ等の
携帯端末の「ながら歩行」です。道交法でも自動車も
自転車も運転中のスマホ等の使用は規制され、違反し
た場合には、行政処分又は罰則が適用されますが、歩
行者はいかがでしょう？残念ながら社内でさえ「なが
ら歩行」をしている人を見かけます。注意をすると無
視をされたり、嫌な顔さえされます。「ながら歩行」
が原因となり他者を巻き込む労働災害が発生してもお
かしくありません。
是非、この問題に一度、「立ち止まって！」真剣に
考えてみるのはいかがでしょうか。会社でも、プライ
ベートでも「準備万端」「安全第一」で臨んでいきたい
と思います。� （編集部員　Y．N.）

◎令和８年　新年賀詞交歓会のお知らせ
新春１月20日（火）に「京王プラザホテル八王子

（八王子市）」で多摩４支部（八王子・立川・青梅・
三鷹）合同の新年賀詞交歓会を予定しています。詳細
は後日改めてお知らせいたしますが、是非多くの皆様
のご参加をお待ちしております。

◎令和７年度　安全衛生クイズ結果
７月に実施しました安全衛生クイズに、多数のご応募をいただきありがと
うございました。正解者の中から厳正に抽選し、当選された441人の方々に景
品を贈呈いたしました。また、多数の景品（ラッキー賞）を提供いただきま
した会員各社に対し、この誌面をお借りして厚く御礼を申し上げます。「あり
がとうございました。」

応募数　　7,756通
正解数　　7,150通
正解率　　92.1　％

第76回全国労働衛生週間スローガン
「ワーク・ライフ・バランスに意識を向けて　ストレスチェックで健康職場」
報告「労務・衛生講習会（全国労働衛生週間実施要綱説明会）」

第76回全国労働衛生週間（10月1日～7日）に向け、9月9日（火）立川地方合同庁舎会
議室において、立川労働基準監督署・（公社）東基連立川支部共催による標記講習会が開催
されました。
講習会は、神部美香当支部副支部長兼衛生部会長の「本日は特別講演としてメンタルヘル
スと両立支援について、専門の方から直接話を聞く予定ですので、この機会を有効に活用い
ただきたい。」との開会の言葉がありました。続いて柳多賀子立川労働基準監督署長は「衛
生週間を機会に職場の点検を行い健康な職場づくりに役立ててほしい。」と話され、併せて
「労働安全衛生法の改正、過労死等の労災補償状況」について話されました。
田中好一安全衛生課長は、「全国労働衛生週間実施要綱」として、準備期間に日常の労働
衛生活動の総点検を行いましょうと、①過重労働による健康障害防止対策、②メンタルヘル
ス対策、③転倒・腰痛災害の予防などの12項目について説明されました。山田竜第三方面主
任監督官は、「働き方改革関連等について」として、運送業の時間外労働上限規制に関連し
て「荷待ち時間・荷役時間の削減」などについて説明されました。東京都多摩立川保健所の
加藤市町村連携課担当からは「改正健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例」について説明
がありました。
特別講演は、東京産業保健総合支援センターのメンタルヘルス・両立支援促進員の紺野由
美子先生による「メンタルヘルス不調により休業した労働者の職場復帰支援」がテーマでし
た。初めに、うつ病の診断や回復プロセス、職場復帰支援の流れについて学びました。その
後、第１ステップの「病気休業開始及び休業中のケア」から第５ステップの「職場復帰後の
フォローアップ」まで、職場復帰プランの作成、職場復帰可否の判断、職場復帰支援プラン
の見直しなどについてお話を伺いました。また、講演の最後では「職場復帰支援の手引」な
どの紹介がありました。
参加された皆様ありがとうございました。（参加者56名うち会員28名、申込名簿は労基署
に提出済）

神部衛生部会長

柳立川労基署長

紺野特別講演講師


